
 

入 札 公 告 

 

次のとおり一般競争入札［総合評価落札方式］に付します。 

なお、本入札の落札及び契約締結は、当該業務に係る令和８年度本予算が成立し、予

算示達がなされることを条件とする。 

 

令和８年２月１３日 

 

支出負担行為担当官 

近畿地方環境事務所総務課長 

松本 行央 

 

 

１．競争入札に付する事項 

（１）件名 

令和８年度近畿地方環境パートナーシップオフィス運営等業務 

［総合評価落札方式］ 

（２）仕様等 

入札説明書による。 

（３）履行期間 

令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

（４）履行場所 

入札説明書による。 

（５）入札方法 

本件は、入札に併せて技術等の提案書を受け付け、価格と技術等の総合評価によっ

て落札者を決定する総合評価落札方式の入札である。 

入札金額は、業務に要する一切の費用を含めた額とする。落札決定に当たっては、

入札書に記載された金額に当該金額の10％に相当する額を加算した金額(当該金額に

１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。)をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の 110分の 100に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

 

２．競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、

被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同

条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）環境省近畿地方環境事務所長から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。  

（４）令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供



等」のうち、「調査・研究」又は「その他」において、開札時までに「Ａ」、「Ｂ」、

「Ｃ」又は「Ｄ」級に格付され、近畿地域の競争参加資格を有する者であること。 

（５）入札説明書において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であること。 

 

３．入札者の義務 

この入札に参加を希望する者は、環境省が交付する入札説明書に基づいて提案書を作

成し、期限までに提出しなければならない。また、開札日の前日までの間において支出

負担行為担当官から当該提案書に関して説明を求められた場合は、これに応じなければ

ならない。 

なお、提出された提案書は、環境省において入札説明書に定める技術等の要求要件及

び評価基準に基づき審査するものとし、審査の結果、合格した提案書に係る入札書のみ

を落札決定の対象とする。提案書の合否については、令和８年３月１８日１７時までに

連絡するものとする。 

 

４．契約条項を示す場所及び問合せ先等 

（１）契約条項を示す場所及び問合せ先 

〒５３０－００４２ 大阪府大阪市北区天満橋１－８－７５ 

環境省近畿地方環境事務所総務課会計係（桜ノ宮合同庁舎４階） 

電話 06-6881-6500（内線 103） 

（２）入札説明書の交付  

近畿地方環境事務所ホームページの「調達情報」＞「入札公告」に掲載される本業

務の件名を選択し、入札公告のページ下部にある「入札説明書」ファイルをダウンロ

ードして入手すること。 

・https://kinki.env.go.jp/procure/ 

（３）入札説明会の日時及び場所 

開催しない。 

 

５．提案書の提出期限等及び競争執行の場所等 

（１）提案書の提出について 

期限 令和８年３月６日（金）１７時００分まで 

場所 〒５３０－００４２ 大阪府大阪市北区天満橋１－８－７５ 

環境省近畿地方環境事務所総務課会計係（桜ノ宮合同庁舎４階） 

方法 詳細は入札説明書による。 

 

（２）入札及び開札について 

日時 令和８年３月２４日（火）１４時３０分 

場所 大阪府大阪市北区天満橋１－８－７５ 桜ノ宮合同庁舎４階 

環境省近畿地方環境事務所 入札室 

（３）電子調達システムの利用 

本案件は、電子調達システムで行う。なお、電子調達システムによりがたい者は、



発注者に申し出た場合に限り紙入札方式によることができる。 

・https://www.geps.go.jp 

 

６．その他 

（１）入札及び契約手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 

免除 

（３）入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件に違反し

た入札は無効とする。 

（４）契約書作成の要否 

要 

（５）落札者の決定方法 

次の各要件に該当する者のうち、入札説明書に定める総合評価点の計算方法によっ

て得られた数値の最も高い者を落札者とする。 

・入札価格が、予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の

制限の範囲内であること。 

・提案書が、環境省による審査の結果、合格していること。ただし、落札者となるべ

き者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がなされ

ないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取

引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認められるとき

は、上記各要件を満たす者であって、落札者となるべき者以外で最も数値が高い者

を落札者とすることがある。 

（６）契約締結日までに令和８年度の予算（暫定予算を含む）が成立しなかった場合の

契約締結日は、予算が成立した日以降とする。また、暫定予算になった場合、全体

の契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする場合がある。 

（７）その他 

詳細は入札説明書による。 



 

 

 

 

 

 

 

 

入 札 説 明 書 

 

 

令和８年度近畿地方環境パートナーシップオフィス運営等業務 

 

 

［総合評価落札方式 全省庁共通電子調達システム対応］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近畿地方環境事務所 

 

 



は じ め に 

 

 令和８年度近畿地方環境パートナーシップオフィス運営等業務の入札等については、会

計法（昭和２２年法律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）、

契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）、その他の関係法令及び環境省入札心

得（別紙）に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

 なお、本入札の落札及び契約締結は、当該業務に係る令和８年度本予算が成立し、予算

示達がなされることを条件とする。 

 

１．契約担当官等 

  支出負担行為担当官 

   近畿地方環境事務所総務課長 松本 行央 

 

２．競争入札に付する事項 

（１）件名      令和８年度近畿地方環境パートナーシップオフィス運営等業務 

[総合評価落札方式] 

（２）特質等     別添２の仕様書による 

（３）履行期間    令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで 

（４）履行場所    別添２の仕様書による 

（５）入札方法    本件は、入札に併せて技術等の提案書を受け付け、価格と技術等

の総合評価によって落札者を決定する総合評価落札方式の入札であ

る。 

ア．入札者は、業務に係る経費のほか、履行に要する一切の諸経費

を含め契約金額を見積もるものとする。 

イ．落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の

10％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の

100 に相当する金額を記載した入札書を提出しなければならな

い。 

（６）入札保証金及び契約保証金 免除 

 

３．競争参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。なお、未成年者、

被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条

中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）近畿地方環境事務所長から指名停止措置が講じられている期間中の者でないこと。 

（４）令和０７・０８・０９年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

の「調査・研究」又は「その他」において、開札時までに「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又

は「Ｄ」級に格付され、近畿地域の競争参加資格を有する者であること。 



（５）環境省入札心得において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約できる者であるこ

と。 

 

４．入札者の義務等 

 この入札に参加を希望する者は、別添３の提案書作成・審査要領に基づき、別添４の

提案書作成様式を踏まえて提案書を作成し、７．（１）の提出期限までに提出しなけれ

ばならない。また、開札日の前日までの間において支出負担行為担当官から当該提案書

に関して説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

 

５．契約条項を示す場所等 

（１）契約条項を示す場所 

 大阪府大阪市北区天満橋１－８－７５ 桜ノ宮合同庁舎４階 

環境省近畿地方環境事務所総務課会計係 

ＴＥＬ：０６－６８８１－６５００  

（２）入札説明会の日時及び場所 

   開催しない。 

 

６．入札に関する質問の受付 

（１）この入札説明書、添付資料等に関する質問がある場合は、次に従い環境省入札心得

に定める様式６による質問書を提出すること。 

ア．提出期限 令和８年２月２５日（水）１７時まで 

（持参の場合は、１２時から１３時を除く。） 

イ．提出場所 ５．（１）の場所 

ウ．提出方法  持参又は電子メール（ REO-KINKI@env.go.jp）により提出する       

こと。なお、電子メールで提出した場合には、近畿地方環境事務所に提

出した旨を連絡すること。 

（２）(１)の質問に対する回答は、令和８年３月３日（火）までに近畿地方環境事務所ホ

ームページの「調達情報」＞「入札公告」＞「本件」の「入札公告」の下段に掲載す

る 

 

７．提案書等の提出期限及び提出場所等 

別添４の表紙及び提案書の提出にあわせて、環境省競争参加資格（全省庁統一資格）

審査結果通知書の写しを提出すること。なお、電子入札をする予定の者は、９．（２）

ア．のとおり、環境省競争参加資格（全省庁統一資格）審査結果通知書を、電子調達シ

ステムへ証明書として（１）提出期限までに提出すること。 

（１）提出期限 

 令和８年３月６日（金）１７時まで 

持参する場合の受付時間は、平日の１０時から１７時まで（１２時から１３時は除

く）とする。 

（２）書面による提出の場合 

ア．提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録が残るものに限る。）するこ

と（提出期限必着）。郵送する場合は、包装の表に「提案書在中」と明



記すること。 

イ．提出場所 ５．（１）の場所 

ウ．部数   別添４の表紙及びその写し 各１部 

提案書           ６部 

環境省競争参加資格（全省庁統一資格）審査結果通知書の写し １部 

（３）電子による提出の場合 

  ア．提出方法 電子ファイル（ＰＤＦ形式）により、電子調達システム上＊１で提出、 

電子メール＊２で送信、又はＤＶＤ－ＲＯＭ等に保存して持参又は郵送 

＊３すること＊４。 

電子メールで提出した場合には、５（１）に送付した旨、連絡するこ

と。 

        ＊１電子調達システムのデータ上限は５０ＭＢ 

        ＊２電子メール１通のデータ上限は１４ＭＢ（必要に応じ分割すること） 

        ＊３郵送の場合は、書留郵便等の配達記録が残るものに限る。 

        ＊４提案内容と実績等の根拠資料は別ファイルに分けること。 

  イ．提出場所 電子調達システムの場合：電子調達システム上 

電子メールの場合：REO-KINKI@env.go.jp 

         ＤＶＤ－ＲＯＭ等の持参又は郵送の場合：５．（１）の場所 

（４）留意事項 

理由の如何によらず、提案書が提出期限内に提出場所に現に届かなかった場合は、

入札に参加することはできない。 

入札者は、その提出した提案書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 

 

８．提案書の審査 

 提出された提案書は、別添５の評価基準表に基づき提案に係る事項の履行の確実性に

留意して、環境省において審査し、合格した提案書に係る入札書のみを落札決定の対象

とする。提案書の合否については、開札日の前日までに入札者に連絡し、不合格となっ

た提案書に係る入札者には、理由を付して通知するものとする。 

 

９．競争執行の日時、場所等 

（１）入札・開札の日時及び場所 

日時  令和８年３月２４日（火）１４時３０分 

場所  近畿地方環境事務所入札室 

大阪府大阪市北区天満橋１－８－７５ 桜ノ宮合同庁舎４階 

（２）入札書の提出方法 

ア．電子調達システムによる入札の場合 

（１）の日時までに電子調達システムにより入札を行うものとする。 

電子調達システムで入札をする予定の者については、同システムにより、環境省

競争参加資格（全省庁統一資格）審査結果通知書をＰＤＦ化し、証明書として令和

８年３月２３日（月）１７時までに提出すること。 

イ．書面による入札の場合 

環境省入札心得に定める様式３による電子入札案件の紙入札方式での参加につい



ての書面を令和８年３月２３日（月）１７時までに５．（１）の場所へ持参又は電

子メール（REO-KINKI@env.go.jp）により提出すること。 

入札に当たっては、環境省入札心得に定める様式１による入札書及び環境省競争

参加資格（全省庁統一資格）審査結果通知書の写しを（１）の日時及び場所に持参

すること。入札書を電話、ＦＡＸ、郵送等により提出することは認めない。 

なお、入札書の日付は、入札日を記入すること。 

ウ．入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 

（３）入札の無効 

 本入札説明書に示した競争参加資格のない者又は入札条件に違反した者の提出した

入札書は無効とする。 

 

10．落札者の決定方法 

（１）次の各要件を満たす入札者のうち、別添３の提案書作成・審査要領に規定する「総

合評価点の計算方法」によって得られた数値の最も高い者を落札者とする。 

  ア．入札価格が、予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格 

   の制限の範囲内であること。 

  イ．提案書が、別添５の評価基準表に定める評価項目のうち必須とされた項目の基礎 

   点の評価基準をすべて満たしていること。 

（２）落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結するこ

とが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって、著しく不適当であると認め

られるときは、上記各要件を満たす者であって、落札者となるべき者以外で最も数値

が高い者を落札者とすることがある。 

 

11．暴力団排除に関する誓約 

 当該業務の入札については、環境省入札心得において示す暴力団排除に関する誓約事

項に誓約の上参加すること。なお、提案書には誓約事項に誓約する旨を明記するものと

する。また、書面により入札する場合は、入札書にも誓約事項に誓約する旨を明記する

ものとし、電子調達システムにより入札した場合には、誓約事項に誓約したものとして

取り扱うこととする。 

 

12．その他 

（１）提案書の履行の確約 

 契約書には、提案書が添付され、又は提案書の内容が記載されるものであり、落札

者は、提案書の内容の履行を確約しなければならない。 

（２）落札者以外の事業実施協力者が存在する場合 

 提案書において落札者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の提案を行っている

場合は、契約の締結に当たりその履行を担保するため、協力の内容、態様等に応じ、

契約書の添付資料として協定書の提出を求めることがある。落札者がこれに応じない

ときは、契約書の提出がないものとして、落札は、その効力を失う。 

（３）入札結果の公表 

 落札者が決定したときは、入札結果は、落札者を含め入札者全員の商号又は名称、



入札価格及び総合評価点について、開札場において発表するとともに、政府電子調達

システム（GEPS）ホームページで公表する場合がある。 

（４）提案書の取扱い 

 提出された提案書は、当該入札者に無断で、近畿地方環境事務所において入札の審

査以外の目的に使用することはない。落札者の提案書は、契約書に添付又は記載され

るものであり、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２

号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情

報等）を除いて開示される場合がある。 

（５）個人情報の取扱い 

   環境省から預託される保有個人情報の取扱いに係る業務を実施する場合には、落札

者は、様式７に定める書面を速やかに提出しなければならない。なお、提案書の提出

時に添付した際には、この限りではない。 

（６）再委任等の制限 

落札者は、業務の処理を他人（乙の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第

２条第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）に委託し、又は請け負

わせてはならない。但し、様式８に定める書面により申請し、環境省の承諾を得たと

きはこの限りではない。 

（７）電子調達システムの操作及び障害発生時の問合せ先 

政府電子調達システム（GEPS）ホームページアドレス  https://www.geps.go.jp/ 

ヘルプデスク 0570-000-683（ナビダイヤル）  

受付時間  平日 9時 00分～17時 30分 

（８）契約締結日までに令和８年度の予算（暫定予算を含む）が成立しなかった場合の契

約締結日は、予算が成立した日以降とする。また、暫定予算になった場合、全体の契

約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする場合がある。 
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